
別 表 第 一 第 一 表 の \ 中

「 ただし、簡素合理化方式及び簡易ガス事業転換時方式により総原価の
算定を行う場合には、関連費の振替は行わないものとする。

」
を

「 ただし、簡素合理化方式及び簡易ガス事業転換時方式により総原価の
算定を行う場合には、関連費の振替は行わないものとする。

~ 各項目の算定に当たり原価算定期間が２年以上の期間である場合にあっては、各年度
（原価算定期間の始期を当該事業者の事業年度の開始の日から６月を経過する日とした
場合にあっては、その日から１年を単位とする各年）ごとに算定した額の合計額とする
（この表において同じ。）。 」

改 め る 。

に

「 この場合において、事業者の経営状況を反映するための年限、全産業
自己資本利益率、公社債利回り実績値及びβ値並びに平均実績有利子負
債利子率及び平均実績有利子負債利子率を社債利子率の格付による格差
により補正した値は、それぞれ経済産業大臣が別に算定し、各事業者に
通知する値とする。

」

別 表 第 一 第 二 表 中 「過去２年 」 を 「原価算定直前２年間 」 に 、

を
「 この場合において、事業者の経営状況を反映するための年限、全産業

自己資本利益率、公社債利回り実績値及びβ値並びに平均実績有利子負
債利子率及び平均実績有利子負債利子率を社債利子率の格付による格差
により補正した値は、それぞれ経済産業大臣が別に告示する値とする。

~ レートベースの算定に当たり原価算定期間が２年以上の期間である場合にあっては、
各年度（原価算定期間の始期を当該事業者の事業年度の開始の日から６月を経過する日
とした場合にあっては、その日から１年を単位とする各年）ごとに算定した額の合計額
とする。 」

に

改 め る 。

別 表 第 一 第 三 表 中

「 様式第14の４に記載した原価（原資）算定期間における額とする。
」 を

「 様式第14の４に記載した原価（原資）算定期間における額とする。

~ 各項目の算定に当たり原価算定期間が２年以上の期間である場合にあっては、各年度
（原価算定期間の始期を当該事業者の事業年度の開始の日から６月を経過する日とした
場合にあっては、その日から１年を単位とする各年）ごとに算定した額の合計額とす
る。 」

に

改 め る 。

様 式 第 二 第 一 表 中
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」
を
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に 、
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様 式 第 二 第 二 表 の ７ 中
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６ 第 一 項 の 事 業 者 は 、 現 行 供 給 約 款 料 金 の 算 定 時 の 供 給 約 款 料 金 原 価 又 は 変 動 額 届 出 供 給 約 款 料

金 原 価 （ 次 条 に お い て 「 現 行 供 給 約 款 料 金 原 価 」 と い う 。 ） に 前 項 の 供 給 約 款 料 金 変 動 額 を 加 え た

額 を 、 変 動 額 供 給 約 款 料 金 原 価 と し て 整 理 し 、 様 式 第 六 の 二 第 三 表 に 整 理 し な け れ ば な ら な い 。

（ 供 給 約 款 変 動 額 料 金 の 設 定 ）

第 十 二 条 の 三 第 十 二 条 の 規 定 は 、 前 条 の 事 業 者 に 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 中 「 供 給 約

款 認 可 料 金 」 と あ る の は 「 供 給 約 款 変 動 額 認 可 料 金 」 と 、「 供 給 約 款 料 金 原 価 」 と あ る の は 「 変 動

額 供 給 約 款 料 金 原 価 」 と 、「 原 価 算 定 期 間 」 と あ る の は 「 現 行 供 給 約 款 料 金 の 算 定 時 に お け る 原 価

算 定 期 間 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

第 十 六 条 の 二 第 六 項 中 「 算 定 時 の 供 給 約 款 料 金 原 価 」 の 下 に 「 、 変 動 額 供 給 約 款 料 金 原 価 」 を 加

え る 。
第 十 八 条 第 一 項 及 び 第 二 項 中 「 総 原 価 」 の 下 に 「 、 変 動 額 供 給 約 款 料 金 原 価 」 を 加 え る 。

第 十 九 条 第 三 項 中 「 供 給 約 款 料 金 原 価 又 は 」 の 下 に 「 変 動 額 供 給 約 款 料 金 原 価 、 」 を 加 え る 。

第 二 十 一 条 中 第 七 項 を 第 八 項 と し 、 第 六 項 を 第 七 項 と し 、 第 五 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

６ 第 一 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 第 十 二 条 の 二 第 一 項 の 事 業 者 が 、 施 行 規 則 第 十 九 条 第 二 項 第 三 号

の 規 定 に よ り 提 出 す べ き 書 類 は 、 様 式 第 六 、 様 式 第 六 の 二 及 び 様 式 第 八 と す る 。

別 表 第 一 第 一 表 の ^ 中 「算定し、各事業者に通知する値を用いるものとする。 」 を 「告示する値と
する。 」 に 改 め る 。

「~１．備考欄には、適宜算定の基礎となる数値等を記載すること。
２．該当事項がない欄は、省略すること。 」 を

「~１．雑費の上段＜ ＞には寄付金に係る費用を、下段＜ ＞には団体費に係る費用を内数
として記載すること。
２．備考欄には、適宜算定の基礎となる数値等を記載すること。
３．該当事項がない欄は、省略すること。 」

に

改 め る 。

様 式 第 一 第 一 表 中 「。なお、原価算定期間の始期を下期とした場合には原価算定期間の初年度及
び最終年度に応じて設けた欄を上期、下期及び年度計それぞれの欄に区分し、原価算定期間に含ま
れない半期分の値についても記載すること 」 を 削 る 。

「~１．原価算定期間に応じて年度別に欄を設け記載すること（以下この様式において同じ。）。
２．雑費の上段＜ ＞には寄付金に係る費用を、下段＜ ＞には団体費に係る費用を内数
として記載すること。
３．備考欄には適宜算定の基礎となる数値等を記載すること（以下この表において同じ。）。
４．該当事項がない欄は、省略すること（以下この表において同じ。）。 」

に

改 め る 。

「~１．原価算定期間に応じて年度別に欄を設け記載すること。なお、原価算定期間の始期を
下期とした場合には原価算定期間の初年度及び最終年度に応じて設けた欄を上期、下期
及び年度計それぞれの欄に区分し、原価算定期間に含まれない半期分の値についても記
載すること（以下この様式において同じ。）。
２．備考欄には適宜算定の基礎となる数値等を記載すること（以下この様式において同
じ。）。
３．該当事項がない欄は、省略すること（以下この様式において同じ） 」

を
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